
2018 年度 小委員会活動成果報告 
（2019 年 2 月 15 日作成） 

小委員会名 建築情報教育小委員会 主 査 名：大西康伸 
就任年月：2017 年 4 月 

所属本委員会 
（所属運営委員会） 

情報システム技術委員会 委員長名：倉田成人 

設 置 期 間    2017 年 4 月 ～ 2019 年 3 月 

設 置 目 的 
各年度活動計画 
（箇条書き） 

建築の様々な分野で新しい情報システム技術の開発やその利用が進められて

いる。その中でも BIM や Digital Fabrication については開発・利用の進展が早

く、常に新しい取組みが行われている。本小委員会では、「情報システム技術を

活用した創造的な建築設計プロセスやそのマネジメント技術」を教育の中で生か

すための方法を検討・提案することを目的とした前身の「建築情報教育小委員会

（2015年度～2016年度）」での活動を継続・発展させる。具体的には、大学内外

での建築情報教育の先進事例調査やゼネコン・設計事務所等の実務分野の建築情

報教育の先進事例調査を行い、その成果を公表するとともにあるべき姿について

議論する。また、大学や高等専門学校における建築情報教育の現状についてアン

ケートにより調査し、現状把握を行う。 
初年度： 
・ 大学の建築情報教育の先進事例調査 
・ 大学以外での建築情報教育の先進事例調査 
・ 研究会の開催 
・ 建築情報教育現状調査アンケートの実施 
２年度： 
・ 大学の建築情報教育の先進事例調査 

・ 大学以外での建築情報教育の先進事例調査 

・ 建築情報教育現状調査アンケート結果のまとめ 
・ 研究活動成果のとりまとめ 

委員構成 
（委員名（所属）） 

委員公募の有無：無 

主査：大西 康伸（熊本大学大学院先端科学研究部 准教授） 
幹事：村上 祐治（東海大学基盤工学部 教授） 
   下川 雄一（金沢工業大学環境・建築学部 教授） 
委員：加戸 啓太（千葉大学大学院 助教） 

木村 謙（エーアンドエー株式会社研究開発室 室長） 
   倉田 成人（筑波技術大学産業技術学部 教授） 
   澤田 英行（芝浦工業大学システム理部環境科 教授） 
   竹中 司（アンズスタジオ、豊橋技術科学大学 研究員） 
   中木 亨（宮城大学学務課 主事） 
   中澤 公伯（日本大学生産工学部 准教授） 
   中田 千彦（宮城大学事業構想学部 准教授） 
   前   稔文（大分工業高等専門学校都市システム工学科 准教授） 
   松本 裕司（京都工芸繊維大学ザイン経営工学部門 助教） 

設置 WG 
（WG 名：目的）  

2018 年度予算 100,000 円 ホームページ公開の有無：無 
委員会 HP アドレス： 

 
項  目 自己評価 

委員会開催数      2 回（年度内計画を含む） 

刊行物 
（シンポジウム資料等は

除く） 
 

講習会  



催し物 
（シンポジウム・セミナー等） 
＊能力開発支援事業委員会 
承認企画 

 

大会研究集会  

対外的意見表明・パ

ブリックコメント等  

目標の達成度 
（当初の活動計画と得ら

れた成果との関係） 

年間 2 回、建築情報教育に関する先端事例を小委員会内外の講師が紹介するレ

クチャーを実施した。小委員会内で実施したため公には公開していないが、情報

システム技術委員会委員は、事前に連絡がある場合には聴講可能とした。 
また、小委員会に参加できなかった委員のために、レクチャーを録画し発表資

料と合わせて小委員会限定でウェブ配信を行っている。 
 

以下がこれまでに実施したレクチャーである。 
第一回（2018/7/23） 
・河村 容治氏（元・東京都市大学都市生活学部 教授）「文系学部のBIMへの挑

戦 その後」 
・伊東 瑠那氏（共立建設株式会社 技術企画本部／技術部） 
第二回（2019/3/4、予定） 
・杉田 宗氏（広島工業大学 准教授）「タイトル未定」 
 

レクチャーおよびその後の討論の結果、建築情報教育がどうあるべきかに対し

て示唆に富む成果を生んでいるという手応えを感じている。なお、上記の連続レ

クチャーは、活動計画の「大学の建築情報教育の先進事例調査」、「ゼネコン・設

計事務所の新人教育における建築情報教育の先進事例調査」に対応する。 

委員会活動の問題点 
・課題 

１．毎回ちょっとした講演会となっている。情報システム技術委員会委員であれ

ば参加できるとしながらも、積極的に情報発信しておらず参加者はほとんど

いない。どうにかして外部の方々にも参加いただきたいと考えている。 
２．活動成果を小委員会内だけでなく、どのように外部と共有するか。報告書形

式では伝わる内容が限定的であるため、毎回のレクチャーを凝縮したような

シンポジウム/セミナー等が必要ではないかと考えている。今年度はシンポ

ジウム/セミナー等を開催しておらず、情報発信が不十分だった。 
３．首都圏以外の委員が多く、費用の面から対面で会議する回数が少なくなって

しまう。ビデオ会議の積極的な使用を考える必要があるが、なかなか難しい。 

その他 なし 

 


